
１．はじめに

福岡： 本日は，企業における取組み事例ということ

で，標準化に関わる取組み事例を紹介させていただき

ます。

２．パナソニックの紹介

まず最初に，当社の概要を紹介させていただきま

す。パナソニックという会社名についてはご存知かと

思いますが，改めてどんなことをやっている会社かと

いうことで，簡単に企業の売上規模等をご紹介させて

いただきます。

昨日，株主総会がございまして，2010 年度の成果等

を大坪社長から報告いたしました。売上は 8兆 7千億

弱となっております。製品は，皆様のお目にとまりま

す，テレビや“DIGA”，PC，洗濯機，エアコン等に加

えまして，自転車や製造装置というようなものも販売

しております。また，三洋が 100％子会社になったこ

とで，事業の規模が徐々に拡大しております。今後

は，環境，エネルギーマネジメント，メディカルのほ

うに事業分野を拡げていこうとしています。

販売はグローバルに行っていますが，まだまだ日本

が 52％で半分以上です。アジアを中心に欧米諸国な

ど海外売上が 55％となるように，2012 年に向かって

頑張っているというのが現在のパナソニックの姿で

す。

パナソニックの創業について，特に知財の観点から

ご紹介させていただきます。創業者の松下幸之助は経

営の神様と紹介されますが，彼が創業したときには，ア

ントレプレナー，今のベンチャー企業の皆さんと同じ

ように，自分の発明に対して強い思い入れと自信を

持って，これは良いものだと考えていたようです。と

いうのは，創業する前に自分のアイデアを出願してい

たというところからわかります。当時勤めておりまし

た会社の上司に何度提案をしても採用されない。でも

これは絶対に良いものだということで，自分自身で出

願の手続を勉強しまして，自らの手で出願をしたとい

うのが最初の実用新案です。これは登録になりました。

費用もかかるのに，なぜ出願までしたのだろうと思

いました。創業者は，やはり自分として良いものであ

ると確信したのと同時に，出願をすることで発明内容

が公開になる。そうすると，このアイデアが面白いと

思って一緒にやりましょうと言ってくれる人が集まる

んじゃないかという思いがあったようです。その後，

自身の身体が弱いということもありまして，このまま

会社に勤めていては将来難しい，自分で起業しようと

いうことで，23 歳のときに起業いたしました。

最初に思いを込めて生産した「松下ソケット」とい

う製品は，残念ながらあまり売れませんでしたが，一
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般家庭で使われる「アタッチメントプラグ」が爆発的

に売れて，その後，現在のように拡大して行きました。

その後も知財への思い入れが強く，大企業となった後

でも，来客等がありますと，当時本社構内にありまし

た特許部の中にお客様をご案内して，「これらが私た

ちが取った特許権です」ということをご説明されたと

聞いております。ということで，国内外の特許出願を

積極的に行っているというのが，弊社の伝統的な姿に

なりました。

さらに，第二の創業という時代がございました。

2002 年，現会長の中村が社長をやっておりましたとき

に，パナソニック，当時の松下電器は経営危機に陥り

まして，大胆な構造改革をやっています。経営理念以

外はすべて破壊する，聖域はないということで，「破壊

と創造」をスローガンに，本当に徹底的な改革がなさ

れました。

その改革の中で，これは創業者による創業に次ぐ新

たな創業，すなわち第二の創業になるという思いを込

めて，当時の中村社長は，「知財立社」でやっていくん

だという熱い思いを宣言しています。「知財の確保は

今後の企業の生命線であり，まさに『知財なくして事

業なし』です」と宣言されています。我々知財を担当

する者としましては，大変身の引き締まる思いがした

のを覚えています。

弊社には「知的財産基本規程」というものがござい

まして，弊社における知財活動の目的をその中で謳っ

ております。知財の目的は事業の優位性と安全の確保

であり，知財立社実現に向けて，三位一体で推進して

いきます，ということを掲げております。

この三位一体の知財戦略を支えていく「知財資産」

とは，市場を形成していく標準化知財，そして事業の

安定性をもたらし他社と対抗するための知財資産，さ

らには自社の技術を守るための防衛知財，そして競争

で優位性を確保するために自分たちの差別化の技術を

守るための知財，また公開せずにブラックボックスで

持っておきましょうというノウハウ。これらの「知財

資産」というものを活用して，多様な戦略を考えてい

くことを基本として進めております。

３．協調と競争の知財戦略

そこで，どのような知財戦略かということですが，

「協調」と「競争」という大きなコンセプトで進めてお

ります。事業の戦略を見据えて，知財の戦略は「協調」

と「競争」のバランスを考えて推進しています。これ

はオープン・クローズド戦略と言いますけれども，技

術をオープンにして標準化を行っていくという，新た

な市場形成・拡大に向けた戦略的な協調の部分と，一

方で自分たちの優位性，他社と競争していくというこ

とで，安全性と優位性を確保するための差別化，防衛

技術。この 2つのオープンとクローズ，「協調」と「競

争」というものを，それぞれの事業の分野に合わせて

バランスよくやっていきましょうということです。こ

れは言うのは簡単ですが，やるのはなかなか大変で

す。

本日はこの中で，特にオープンの部分，標準化の部

分についてどのようにやっていくかということを中心

にお話をさせていただきます。

当社の製品の中で，標準化の技術はどの程度使われ

ているのか，わかりやすい例として，“DIGA”を紹介

します。光ディスク関係の標準，BD-LIVE，BDXL等

の Blu-rayTM関係の標準，DVDや CDそして SDとい

うメディア，さらにはカメラ関係，AVCHD，それに

インターネットと繋ぐための Java，通信で使う

Wi-Fi，録画などのG-GUIDE，音声のDOLBY，DTS
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というふうに，いろいろな標準が使われております。

このような標準を使うことによって，例えば，携帯

電話の中での画像を SD で交換ができる，“愛情サイ

ズ”のムービーで撮った映像や“LUMIX”のカメラで

撮ったものを PC の中で編集して，それを“VIERA”

のテレビで見て，さらに“DIGA”で Blu-rayに記録し

て，アーカイブで残していく。このように繋ぐという

形で，我々の商品にリンクとシナジー効果を持たせ

て，より使いやすい，皆様に対して利便性や新しい使

い方を提案していくことに使っております。

標準化をなぜするかということですが，先ほどお見

せしましたのは，弊社の製品の中でいろいろなものを

繋いでいくということですけれども，弊社の製品だけ

ではなくて，Blu-rayTM規格であれば，シャープ様，ソ

ニー様の製品との間でも互換ができます。そのように

いろんな商品と繋いでいけるというリンクのメリット

があります。さらに標準化をすることによるメリット

というものがいくつかございます。

まず，皆様も想定されるのは，多くの会社がいろい

ろ関係するということで，1つの会社がやっているよ

りも技術開発が効率化するのではないかということ。

1社の中で自分たちがディスクからコンテンツ，プレ

イヤー，レコーダー，そして通信まですべて揃えると

いうのは大変になってきます。それをそれぞれの会社

の持っている技術を持ち寄ってやることで，短期間

で，開発投資も少なくて，規格が作れるというメリッ

トがあります。

さらには，多くの会社が水平分業しやすくなりま

す。技術内容を公開していくことによって，半導体か

らソフトウェア，コンポーネント，主要部品というよ

うなものがいろんな会社で作れるということは，サプ

ライヤーが増え競争によって品質が向上し，価格が低

下していくという，ビジネスにとっては調達の多様化

ができます。

そして，多くの会社が一斉に新規の製品を作るとい

うことで，市場が迅速に形成されます。いろんな会社

がいろいろ宣伝をしていただくことによって，消費者

の目に映る頻度も多くなります。ということで，消費

者に対してもアピール効果がありますし，市場も日本

だけではなくて世界中が同時に立ち上がるというよう

なことが可能になってきます。

消費者の皆様にとっては，同じ会社の製品でないと

使えないというのではなくて，いろんな会社のプレイ

ヤー，レコーダーとディスクとコンテンツが相互に使

えるという利便性があります。アメリカにいる息子さ

ん夫婦が日本にいるご両親に映像を撮って送るという

ときに，BD のディスクを送っていただければ，日本

で再生することができるということです。

ただ，標準化していく場合にやはりいくつかの課題

があります。標準化でどの会社も同じようなものが作

れるということになりますと，会社としては競争力の

源泉にはなりません。そこが 1つの課題となります。

同じような製品の場合どこに競争ポイントが移るか
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というと，価格競争になってしまうということです。

規格製品は価格競争に陥りやすいということになりま

す。

消費者の皆様がより安いものを追求されると，どう

しても価格を優先して粗悪品が出て行ってしまう。

せっかく多くの会社が力を出し合って市場を立ち上げ

て，良いものにしようとしたことに対して，後発で安

くて悪いものが出て，その技術・商品のイメージをダ

ウンさせてしまうということが起こってしまいます。

また，標準として普及していきますと，過去の遺産

と言いますか，メディアとかコンテンツといういろい

ろな資産が蓄積されます。蓄積された資産を活用した

いということで，次に新しい規格が出ても，やはり過

去の規格の互換性を保とうとする形になってしまう。

商品としては徐々に累積化していってしまうというこ

とになります。

知財の観点からどのような課題があるかということ

ですけれども，必須特許権者には大変強い交渉力があ

ります。必須特許というのは，その規格を実施する際

に侵害を回避することができない，規格を実装しよう

としたら使わざるを得ないような特許のことです。そ

うすると，その必須特許は規格を使う際には回避でき

ませんので，規格を使うか使わないかということの大

きな判断基準になります。

一旦規格を搭載してしまいますと，その技術をもう

一度変えてしまうということは難しくなります。した

がって，技術を変えることによるコストを考えたとき

に，ライセンスを取らざるを得ない，ロックイン状態

になってしまうということです。必須特許 1 つで，そ

の規格全体を差し止めることが可能になってしまいま

す。ということで，規格必須特許についての取り扱い

というのは，企業においては大変神経質にならざるを

得ない問題になっています。

過去に，特許の待ち伏せという形で問題になった

ケースもあります。規格の議論をしているときには，

必須特許があるというようなことを公開せずに，規格

として採用されたあとに特許ライセンスを要求してき

た。それも高額の特許ライセンスを要求してきたとい

うことで問題になった例があります。Rambus の

RAMメモリというのは皆さんよくご存知かと思いま

す。

このような問題を避けるために標準化団体は何もし

ないのかというとそうではなくて，RAND の宣言を

要求しています。RAND というのは，Reasonable

And Non-Discriminatory という意味です。「合理的

かつ非差別的にライセンスをします」という宣言をし

てください，というような取組みを通常はされます。

合理的な条件でライセンスをするという宣言を取るこ

とで，規格の安全性を確保しようということですけれ

ども，合理的な条件というのはどれぐらいの条件なの

かというところが，実際に商品が出たあとに問題に

なってきます。

４．標準化団体での取り組み事例

ここまでは全体的に標準化に関わるメリットと課題

をお話ししましたが，次に具体的に標準化団体に関し

て，弊社がどのような取組みをしてきたかということ

を，代表例を使ってご紹介させていただきます。

まず最初に，標準化団体というのは何か。ご存知の

方も多いかと思いますけれども，要するに新しい技術

規格を作っていく，複数の会社が集まった団体です。

いろいろな会社が技術を持ち寄りまして，その標準化

団体の一定のルールに従って技術議論をし，最終規格

とするかどうかということを検討して，策定した規格
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を要望する企業に対して公開していく，というのが標

準化団体です。

規格策定の一例ですけれども，最初にテーマを決め

ます。ビデオコーデックの新しい規格を作りましょう

という，1 つのテーマを出します。そのテーマに対し

て，どんな要求仕様をするのか，どれぐらいの圧縮率

でやるのか，ビットレートはどうするかとか，いろい

ろな要求仕様というものを決めます。要求仕様が決ま

りましたら，その要求仕様を満足するための実際の技

術提案をプロポーザル（提案）という形で募集します。

応募された提案の中から，実際の効果，画質等を検証

したうえで決定されます。最終的にはいくつかの提案

をマージ（統合）する場合もありますし，提示された

提案の中のどれかを採用するという場合もあります。

そして規格ドラフトというものを作成します。ここで

ほぼ 0.9バージョンというような規格ができますと，

この規格に対して必須特許を持っていますかという問

い合わせがなされます。必須特許を持っていると思う

企業は，その必須特許の取り扱いについて RAND宣

言をするとか，無償で公開しますとか，いやこれは許

諾しませんというような，宣言を出します。最終的に

その宣言の内容を見て，承認をしていって，その規格

をリリースするという形が一例です。

デジュリ標準（de jure standard）と言いますのは，

各企業などが自然発生的にボランタリーに集まってで

きたものではなくて，国とか国際機関が作っている一

定の標準化団体のことです。代表的な標準化団体とし

て，世界規模のものについては，ISO，IEC，ITUとい

うものがあります。アメリカにおいてはANSI，欧州

は ETSI，日本ではARIBというのが代表的なデジュ

リ規格策定の団体です。

特許についてどのような規定があるかということで

すが，必須特許の通知の努力義務というのがどの団体

でも要請されています。特に日本を除いては，自社特

許だけではなくて他社が持っている特許で必須だと気

づいたものについては通知をしてくださいということ

になっています。

先ほど言いましたライセンスの宣言の内容として

は，無償か RAND か非許諾かというような選択があ

ります。特に非許諾宣言をされる場合には，その特許

番号と，その規格のどこに該当するのかということを

出してくださいというふうに徐々に変化してきていま

す。以前は，ただ単に許諾しませんとか許諾しますと

いうだけで終わっていたところが，この頃はやはりそ

ういう標準化関係の知財の問題が重要になってまいり

まして，特に許諾しないという場合には，その特許番

号および該当する部分を指定するということになって

います。

互恵条件というのは，RAND とかフリーでライセ

ンスしますよという場合に，それはライセンスする相

手方も同じようにフリーである場合に限定するとか，

もしくは相手方も合理的に交渉してくれるところに限

定するという形で，一方的な宣言ではなくて，相手方

も同じように条件を飲んでいる会社であればというよ

うな条件になります。

必須特許を持っているのにライセンスしませんと宣

言されるとそのような特許が存在する規格は承認され

ないというのが基本的なルールです。また，ある団体

では，特定された必須特許について RAND もしくは

フリーの宣言がすべて確認されない場合には，もう一

度委員会に差し戻すというような手続を取っていると

ころもあります。最終的には委員会の中で，代替技術

があるかどうか，もしくはこの規格化の提案をやめる

かというような議論がなされます。
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そのような標準化の中で，弊社がどのような活動を

しているかということですけれども，大きく分類する

と 3つあります。弊社が主導的に規格策定に参画をし

ているもの。もう 1つはオブザーバー的に参加をして

事業活動に影響する規格があるかどうかをウォッチン

グし，あった場合にはそれに対策を打っていくという

ような取組み。最後は，出来上がった規格を採用して

いく，もしくは情報を収集するために参加するという

ような取り組みの 3つのフェーズに分けて活動してい

ます。

次に，主導的に規格策定に参画している取組み事例

をご紹介します。Blu-ray Disc Association（BDA）

は，Blu-rayの規格を作っている団体です。弊社は，

ソニー様，Philips様と 3社で Blu-ray規格のコアと

なる技術提案を共同開発致しまして，それを他社の皆

様に呼びかけをして，Blu-rayという規格を立ち上げ

てきました。当初は 3社だけの共同開発であったもの

から徐々に，Blu-ray Disc Foundersという一定の会

社だけの活動，現在ではAssociationという形でどな

たでも参加できるというような団体に拡大をしていま

す。

BDA にはボードメンバーがありまして，ボードメ

ンバーが最終議決機関となります。このボードメン

バーの下にコアの活動となります技術規格の策定をす

る委員会，プロモーションをする委員会，出来上がっ

た規格が本当に一定の品質テスト基準に合っているか

ということを確認するコンプライアンス委員会，最後

にはライセンス関係や bylaws，この団体自体の規定

などを作っていく Legal and Licensing 委員会という

もので大きく構成されます。

さらに，BDA にはオフィサーがおりまして，

License Officer は ラ イ セ ン ス 活 動 の 窓 口 を，

Enforcement Officerはライセンスを取らずに違法に

ロゴを使ったり，不正な商品を出している会社の取り

締まりを行っています。全体の活動としては，複数の

企業が集まっているということで，独禁法の弁護士の

サポートを受けて，さらには顧問弁護士を置いて活動

をしています。

この中で知財の取組みとして，公正な競争環境を維

持するために知財をどのように規定し活用してきたか

という事例をご紹介させていただきます。

まず 1 つは，規格の必須特許の RAND 規定です。

RAND だけでは不十分ということで，独禁法等に配

慮しつつ各社とも議論して，かなり白熱議論があった

んですけれども，BDAの bylawsの中に規定しており

ます。BDA の活動に参加していただく方はすべて

RAND が前提になります。リーズナブルなロイヤリ

ティを非差別的に提供しますと，RAND の条件を受

け入れていただくことが基本になっています。BDA

を脱退された場合でも，脱退時点まで関与されていた

規格内容については RAND の義務が継続するという

ことになっています。

さらには，RAND のリーズナブルな条件というだ

けでは不明確なので，そこに何らかのベンチマークを

入れたいということで，リーズナブルな条件について

メンバー間で議論（dispute）が発生した場合は，光

ディスク関係の 2社間ライセンス条件やプールライセ

ンス条件の料率を参酌しましょうという規定を入れて

います。

そして，ここはコンセプト的なものですけれども，

BDA のメンバーは必須特許の累積ロイヤリティ，自

分が提供するロイヤリティだけではなくてメンバー全

員が提供するライセンス条件を累積したロイヤリティ
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条件が，結果として規格の普及を阻害しないように，

各社努力しましょうということを入れています。

そして，BDAのメンバーではなく，BDAの規格だ

けをお使いいただくライセンシーの方々に対しても，

同じように RAND の条件というのを提示しておりま

す。BD の技術を使って事業をしていかれるというこ

とであれば，BDA メンバーと同じように BD の規格

に対して RAND を受け入れていただきたいというこ

とで，規格の普及に支援をしていただきたいという意

味から，RANDを入れています。結果として，規格を

お使いいただくライセンシー自身のリスクマネージメ

ントにもなっているということで，さらには特許を第

三者に譲渡された場合にも，RAND の義務を通知し

てくださいという通知義務を入れています。

もう 1つ，知財，特に標準化においてはロゴという

ものが大変重要な知財で，これを使って不正な商品の

取締りを強化していこうと考え取り組んでいます。ま

ず，ロゴを作る際には，将来の不正製品の取締りにロ

ゴが重要であるという観点から，ロゴを図形だけでは

なくて文字でも権利化しております。ロゴの普通名称

化の防止のための，ロゴガイドラインというものをリ

リースしておりまして，メンバー会社だけでなくライ

センシーの方々，またこのロゴを使いたいと言って来

られますメディアの方々にも，このガイドラインを公

開して，是非こういう形で使ってくださいということ

で，普通名称化を防止しております。

そしてこのロゴを使えるのは，一定のコンプライア

ンステストに合致した商品だけですよということをラ

イセンス契約で明記しております。さらには，そのロ

ゴを迅速に権利行使していけるように，BDA を法人

化致しまして，この法人がロゴを所有して，税関等の

差止などにおいて BDAとして活動をしています。現

在アメリカを中心に積極的に不正製品の税関での差止

等の活動をしております。

５．規格必須特許ライセンスの取り組み事例

次に，規格必須特許の取組みを紹介します。規格が

出来上がりました，そして今のように不正な製品の取

扱いということにも 1 つの仕組みを作っていきまし

た。そうすると，今度は必須特許のライセンスはどう

するのかということです。現在，必須特許のライセン

スで，リーズナブルな条件のベンチマークを作るため

に活用されているのはパテントプールです。

パテントプールというのは，複数の特許権者の特許

をプールする，要するに溜めるという意味でプールラ

イセンスという名前をつけています。プールされた特

許は，ライセンスエージェントが管理をして，ライセ

ンスを希望する会社，その規格を使っている会社の

方々にライセンスを同じ条件でしていきます。という

ことで，リーズナブルで非差別的なライセンス条件の

ベンチマークとして活用できます。

これによってライセンサー，ライセンシーともに，

ライセンスに関わる時間，コストが低減でき一括でラ

イセンスを取れるということで，規格の普及を促進し

ております。ただ，独禁法にはよく気をつけて条件等

を吟味する必要がありますので，必ず専門の弁護士の

アドバイスを受けながらやることになっています。

当社はこのプールライセンスというものを，

MPEG-2 のビデオコーデックプールライセンス設立

時から積極的に関与しています。

当社のプールライセンスを行うときの基本的な考え

方は，まず多くの当事者が参加できるということで

す。特許権者もたくさん参加していただきたいし，ま

た使用する方々もハードウェアメーカーだけではなく

技術標準における知財−企業における取組み事例−

パテント 2011Vol. 64 No. 14 − 113 −



て，ソフトウェア，さらにコンテンツを提供されてい

るところというふうに，その技術によって何らかの利

益を受けていらっしゃる方々が広く公平に負担するこ

とで，1社あたりの負担というものをできるだけ軽減

して，規格を普及させていこうということを考えてい

ます。

次には，公平な競争環境。これは標準化ということ

なので，皆さん同じようにお使いいただくために，公

平な競争環境というものを作っていく。それはライセ

ンサー，ライセンシー両方にとって合理的ということ

で，特許権者の利益というところが過度になっても，

また使う側の利益が過度になってもいけない。このバ

ランスが大変難しいところですけれども，そういう互

恵関係というものを維持していきましょうということ

です。それから，大企業だけが得をするとか，一部の

業界だけが得をするというのではなくて，できるだけ

公平なライセンス条件にしていくということ。市場の

変化とかポートフォリオの変化に応じて，条件を見直

すということを考えますということです。

3つめに，公正，透明性，中立性ということで，複数

の会社が集まってやることですので，特にこの点は重

要になってきます。公正，透明性のあるパテントプー

ルの決定のプロセスとか運営の方法，またそのライセ

ンスを預かるエージェントは中立であるということ

を，より吟味しています。

そして，不正対策の防止スキームということで，契

約違反とか契約を取らずに事業をしているというよう

な不正な方を長期的に放置することで，善良なライセ

ンシーが不利にならないように，このあたりは大変難

しいですけれども，会計監査（Audit）とか訴訟を含

め，迅速に対応できるような対策というものを考えて

いきますということです。大きくはこの 4つを基本的

な考え方として，個々のプログラムに参画をしてきて

います。

具体的にどういうふうになっているかということで

すが。例えばMPEG-2 のライセンサーは最初は 7 社

1 大学で始めました。これについては必須特許を持っ

ている方はどなたでも参加できますよというふうに門

戸を開いています。結果として，20 社を超えるライセ

ンサーが参加されました。

ライセンスエージェントを中立にするために，設立

メンバーのライセンサー 7社 1大学がそれぞれ出資し

て，どの会社のコントロールも及ばない独立の会社と

いうものを作りまして，ここがライセンスを専門に運

営するということにしています。

対象特許は，MPEG-2 の規格必須特許だけです。必

ず使うもの以外のものを入れますと，抱き合わせ（タ

イイング）という形になりますので，必須特許のみが

対象になっています。

許諾範囲も，その特許が必須となる範囲ということ

ですから，その規格のみです。このあたりが新しい概

念で，Field of Useと私たちは呼びますけれども，同

じ特許であったとしても，これは MPEG-2 の規格を

実施するためにのみライセンスされております。他の

規格を使用する場合にはこのライセンスには含まれて

おりませんので，また別途ライセンスが必要になりま

す。

ロイヤリティの額は，1台あたり，1タイトルあたり

一定の固定額で，その商品の種類や商品の価格に関係

しないという形で公平性を維持しています。当初は 4

ドル／台と 4 セント／タイトルでしたけれども，現在

ではこれのほぼ半額という形になっておりまして，市

場の変化，ポートフォリオの変化に対応していくとい

うところも，ここで考慮しています。
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特許ロイヤリティは契約期間の間，ライセンサーが

増えても，特許数が増えても，変動せずこのロイヤリ

ティ条件を維持しています。

グラントバックとライセンス停止条項，これが互恵

関係を規定している条項です。グラントバック条項で

は，ライセンシーがもし必須特許を持っていれば，一

件当たり同等のロイヤリティ額でライセンサーや他の

ライセンシーにライセンスしてくださいねということ

を入れています。

ライセンス停止条件は，ライセンシーが，持ってい

る必須特許でライセンサーを提訴した場合に，その提

訴されたライセンサーは提訴したライセンシーとの契

約に関して自身が保有する必須特許のライセンスを停

止できるというものです。だからすべての契約が切れ

るわけではなく，20 社あればそのうちの提訴された 1

社の特許だけが切れ，ライセンシーとライセンサーは

対等に訴訟で争ってもらうということが入っていま

す。

MPEG-2 が初めて 1997 年にプールライセンスとい

う概念と新しいスキームを提案しまして，現在ではこ

れだけに増えています。

1つ 1 つの規格についてはソリューションを提供で

きたのですが，先ほども言いましたように，1 つの製

品ということを見ますと，過去の規格とか他の規格が

入ってきます。結果として，1 つの製品に複数の規格

標準が入っていまして，さらに 1つ 1つの規格標準に

複数の特許権者がいることで，さらなる累積ロイヤリ

ティ問題が出てきます。ということで，さらに複数の

規格をワンパッケージにした一括ライセンスというも

のができないかという取組みを検討中です。

６．オープンソースソフトウェアの最近の動向

時間のほうがあまりありませんので，次のオープン

ソースソフトウェア（OSS）については少し飛ばさせ

ていただきます。OSS というのは Linux とか

Android，Androidは OSSではないという方もいらっ

しゃいますが，Google自体は OSSだとおっしゃって

います。OSSというのはオープンに誰でもが参加で

きます。Free Software Foundationでは，4つの大き

な自由というものを掲げていらっしゃいます。

プログラムを実行する自由，プログラムの動作を研

究し修正する自由，コピーを再配付する自由，修正し
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たものを再頒布する自由。誰もがそれを自由に使って

再配付できますよということです。その自由度が欲し

いのであれば，あなたたちが寄与・貢献したことに対

しても，同じように他の人に自由を与えなさい，とい

う考え方が Free Software Foundationが提唱するコ

ンセプトです。ですから，ロイヤリティは無償で自由

に頒布させなさい，相手方がソースコードを入手でき

るようにしなさい，改変とか派生物というのも頒布で

きるようにして，それも利用分野を限定してはいけな

い，貢献したものについてちゃんと公開しなさい，と

いうようなことがあります。

OSSがだんだん広がってくると，企業としては開発

コストが削減できます。従来の標準化と違って，OSS

の場合はそのものが実装されます。みんなが貢献をし

て，変更が激しくなりますので，ダイナミックにバー

ジョンアップがなされる。それに対してどのように自

分たちの商品を保証していくのかというような，メ

リットと課題が両方あります。OSSの活用というの

は今後避けがたい，企業としては 1つの大きな技術の

流れなんですけれども，このオープンソースをどうい

うふうに事業に入れていくのかというのが課題になっ

ています。

さらに OSSは差別化が難しくなってきます。そう

すると，オープンソースソフトウェアにおいてどうい

う知財戦略をしていくのかというのが，これからの企

業の課題になっています。私どももこうしたらいいと

いう妙案は出てきておりません。これからどうしよう

かと思っている状況です。

ただ，今後の知財の活用の仕方を示唆する例とし

て，Apple様と Samsung様の訴訟では，特許と意匠

に加えて商標という，製品に化体しているすべての知

財権が訴状に上がっています。

何をコア・コンピタンス（Core competence）にす

るのか，それを何で守るのかということが今，問われ

ているという状況になっています。

７．最後に

最後に，今後どうするのかということですが，我々

としては，オープンとクローズドの戦略は従来どお

り，調和を考えてやっていく。さらにグローバルな水

平分業構造における競争環境というものを構築してい

く。不誠実なライセンシーへの対策ですね。規格のコ
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ンプライアンスというのはこれまでどおりやっていか

なければいけない。さらにこのように多様化するオー

プンイノベーションに対応していくこと，今後，クラ

ウドなどを含めたものにどう対応していくのかという

ことが，これから考えていかなければいけない知財戦

略だと思っています。

最終的に弊社としましては，モノづくりにこだわ

り，モノづくり企業の事業競争力を強化していきたい

と考えています。

時間が延長してしまいまして，失礼致しました。ご

清聴ありがとうございました。
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